
新潟市高齢者新型コロナウイルス感染症予防接種実施要綱 

（目的） 

第１条 予防接種法第５条の規定に基づいて、市長が実施する高齢者新型コロナウイルス

感染症予防接種事業が円滑に運営されるように、以下のとおり必要な事項を定める。 

 （実施方法） 

第２条 医療機関及び予防接種を行うことができる医師が勤務する介護老人福祉施設・介

護老人保健施設等（以下「高齢者施設等」という。）において個別接種方式で実施する。 

２ 予防接種業務は、予防接種業務を行う旨を申し出た医療機関・高齢者施設等、市長が

適当と認める医療機関（以下これらを「委託医療機関」という。）において行うものとす

る。 

  ただし、高齢者施設等の長（以下「施設長」という。）が行う予防接種業務については、

予防接種業務を行う施設長の管理する高齢者施設等に入所している者のみを対象とす

る。 

３ 委託医療機関は、別記様式第１号の表示を行うものとする。 

４ 委託医療機関は、接種希望者からの申し出に基づき、第３条に定める対象者であるこ

とを確認したうえで第１２条から第１３条に定める予防接種業務を行うこととする。 

 （接種対象者） 

第３条 第１条に定める予防接種の対象者は、次の各号のいずれかに該当する者で、かつ、

本人の意思で高齢者新型コロナウイルス感染症予防接種（以下「予防接種」という。）を

受けることを希望する者（以下「接種対象者」という。）を対象とする。 

  ただし、「新型コロナウイルス感染症にかかっている者」、「新型コロナウイルスワクチ

ンを当該接種期間内に既に接種した者」及び「接種対象者本人の予防接種を受けること

を希望する意思（以下「接種意思」という。）が確認できない者」は除く。 

 （１） 接種日において市内に住所を有し、接種時満６５歳以上の者 

 （２） 接種日において市内に住所を有し、接種時満６０歳以上満６５歳未満の者であ

って、心臓、腎臓又は呼吸器の機能に自己の身辺の日常生活活動が極度に制限さ

れる程度の障がいを有する者及びヒト免疫不全ウイルスにより免疫の機能に日常

生活がほとんど不可能な程度の障がいを有する者。これらの障がいの程度は、身

体障害者手帳における単独での１級に相当する。 

 （使用ワクチン） 



第４条 厚生労働省が承認した新型コロナウイルスワクチン（以下「ワクチン」という。）

とする。 

 （ワクチン等の調達） 

第５条 委託医療機関は、予防接種業務に必要なワクチン及び諸資材を自ら調達する。 

 （予防接種を行う場所） 

第６条 予防接種は医療機関で行うことを基本とするが、高齢者施設等においては、接種

対象者の予診を十分に行うことができ、プライバシーに配慮できる診療室等において行

うものとする。 

  また、接種対象者が寝たきり等により、医療機関における予防接種を行いがたい場合

においては、事故防止対策や副反応対策等の十分な準備がなされる場合に限り、接種対

象者の自宅等での予防接種を行うことができるものとする。 

 （接種期間） 

第７条 接種期間は１０月１日から翌年３月３１日までとする。 

  なお、接種期間外に行った予防接種は、予防接種法に基づく予防接種及び委託料支払

の対象外とする。 

 （接種方法） 

第８条 予防接種回数は当該接種期間内に１回とし、接種するワクチンの規定する量の接

種液を筋肉に接種する。 

 （実費徴収等） 

第９条 実費徴収等については次に掲げるとおりとする。 

 （１） 実費徴収額 

    委託医療機関は予防接種を受けた者（以下「被接種者」という。）より、ワクチン

代として次に掲げる額（以下「実費徴収額」という。）を徴収するものとする。この

際、委託医療機関においては任意の領収書を発行するものとする。 

    ア 市内委託医療機関においては、接種日の属する年度に締結した新潟市定期予

防接種委託契約書内高齢者新型コロナウイルス感染症予防接種委託料に記載の

実費徴収額 

    イ 市外委託医療機関においては、接種日の属する年度に締結した広域的個別予

防接種委託契約書内高齢者新型コロナウイルス感染症予防接種委託料に記載の

実費徴収額 



 （２） 実費徴収の免除 

    次のいずれかに該当する者（以下「実費徴収免除者」という。）については、実費

徴収は行わないものとする。 

    ア 生活保護法による生活保護の適用を受けている世帯に属する者（以下「生活

保護受給者」という。） 

    イ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定により

支援給付又は配偶者支援金を受けている世帯に属する者（以下「支援給付受給

者」という。） 

    ウ 前号に定める者のほか、市長が特別の理由があると認めた者 

 （３） 実費徴収免除者の確認 

    実費徴収免除者のうち、生活保護受給者は、生活保護受給証明書または被保護者

証明書（以下「生活保護受給証明書等」という。）を、支援給付受給者は支援給付受

給証明書または本人確認証（以下「支援給付受給証明書等」という。）を委託医療機

関へ提示するものとする。 

 （４） 実費徴収額の給付 

    やむを得ない理由により、実費徴収免除者であるにもかかわらず、委託医療機関

へ実費徴収額を支払った被接種者は、「実費徴収額給付申請書」（別記様式第２号）、

委任をする場合は、「委任状」（別記様式第３号）に必要事項を記入し、予防接種を

行った委託医療機関にて発行した領収書を添付して市長に提出するものとする。こ

の際、併せて生活保護受給証明書等または支援給付受給証明書等を市長に提示する

ものとする。申請を受けた市長は、申請した被接種者が実費徴収免除者であること

を確認した後、実費徴収額を給付するものとする。 

 （委託料） 

第１０条 委託料には、ワクチン代を含むものとし、別に定める「新潟市定期予防接種委

託契約書」のとおりとする。 

 （接種対象者への周知） 

第１１条 市長は、「市報にいがた」等により、接種対象者に必要な事項の周知を行うもの

とする。 

 （接種の実施） 



第１２条 接種の実施については、次に掲げるとおりとする。 

 （１） 予診票及び予防接種済証 

    市長は、委託医療機関に「新型コロナウイルス感染症予防接種予診票（提出用）」

（別記様式第４号、以下「予診票（提出用）」という。）、「新型コロナウイルス感染

症予防接種予診票（医療機関保管用）」（別記様式第５号、以下「予診票（保管用）」

という。なお、予診票（提出用）と予診票（保管用）は複写式の様式とし、両方を

指す場合、「予診票」という。）及び「新型コロナウイルス感染症予防接種済証」（別

記様式第６号、以下「接種済証」という。）を設置する。 

 （２） 予防接種の申し出 

    接種対象者は、予防接種を受けようとするときは、予診票に必要な事項を記入し、

委託医療機関へ申し出るものとする。 

 （３） 委託医療機関における確認・注意事項 

    ア 接種対象者の確認 

     委託医療機関は、健康保険被保険者証等により接種対象者に該当することの確

認を慎重に行うものとする。さらに、接種対象者が６０歳以上６５歳未満の者の

場合、身体障害者手帳または障がいの程度を明記した診断書等の提示により確認

を行う。 

    イ 接種対象者の意思確認 

     委託医療機関は、接種対象者の接種意思を確認するものとする。接種対象者の

接種意思の確認が困難な場合は、家族又はかかりつけ医等の協力により接種対象

者の接種意思の確認をすることとし、接種意思が確認できた場合にのみ予防接種

法に基づく予防接種が行えるものとする。接種対象者の接種意思が最終的に確認

できない場合は、予防接種法及び委託料支払の対象に該当しない。 

    ウ 接種対象者への説明 

     委託医療機関は、予防接種を行う前に、接種対象者に対して、予防接種の効果

及び副反応について明記された書類を渡し、説明する。 

    エ 予防接種の理解についての事前確認 

     委託医療機関は、接種対象者が予防接種の効果及び副反応、その他予防接種に

関する注意事項等について理解しているか確認を行うものとする。もし理解が不

十分と認められる場合は、その場で十分に説明を行ったうえで再度接種対象者の



理解を確認する。 

    オ 予診、接種不適当者及び接種要注意者 

    （ア） 予診 

       委託医療機関は、予防接種を行う場所において、接種対象者に対して、問

診、検温及び視診、聴診等の診察を接種前に行い、予防接種を受けることが

不適当な者（以下「接種不適当者」という。）又は予防接種の可否の判断を行

うに際し注意を要する者（以下「接種要注意者」という。）に該当するかどう

かを調べる。 

    （イ） 接種不適当者 

       次のいずれかに該当する者に対しては、当日は予防接種を行わず、必要が

ある場合は精密検査を受けるよう指示する。この場合、積極的な接種勧奨と

ならないように留意すること。 

       ａ 明らかな発熱を呈している者（３７．５℃以上の場合） 

       ｂ 重篤な急性疾患にかかっていることが明らかな者 

       ｃ 接種液の成分によってアナフィラキシーを呈したことがあることが明

らかな者 

       ｄ 上記ａからｃまでに掲げる者のほか、予防接種を行うことが不適当な

状態にある者 

    （ウ） 接種要注意者 

       次のいずれかに該当する者に対しては、被接種者の健康状態及び体質を勘

案し、診察及び接種適否の判断を慎重に行い、接種の必要性、副反応、有用

性について十分な説明を行い、同意を確実に得た上で、注意して接種するこ

ととする。 

       ａ 心臓血管系疾患、腎臓疾患、肝臓疾患及び血液疾患等の基礎疾患を有

することが明らかな者 

       ｂ 予防接種で接種後２日以内に発熱のみられた者、及び全身性発疹等の

アレルギーを疑う症状を呈したことがある者 

       ｃ 過去にけいれんの既往のある者 

       ｄ 過去に免疫不全の診断がなされている者 

       ｅ 接種液の成分によって、アレルギーを呈するおそれのある者 



    （エ） 委託医療機関は、高度な接種判断が求められる者については、専門医療

機関を紹介することとする。 

    カ 接種対象者の署名 

     市長の行う予防接種は努力義務を課していないため、委託医療機関は予診の結

果接種が適当な場合は、その旨を接種対象者に伝えた後、接種意思の最終確認を

行い、予防接種を希望するときは、接種対象者に予診票に署名をしてもらう。こ

の際、身体的理由により自署できない場合は、接種対象者の家族等により署名の

代筆を行うことができる。 

    キ 接種液について 

    （ア） 接種液の使用前には、必ず、国家検定に合格したことを示す検定証紙の

有無、表示された接種液の種類、有効期限を確認し、異常な混濁、着色、

異物の混入その他の異常がないかどうかを点検する。 

    （イ） 接種液の貯蔵は、生物学的製剤基準の定めるところによる。（遮光し、凍

結を避けて２℃から８℃で保存する。） 

    ク 予防接種を行う際の注意 

    （ア） 接種液は、冷蔵庫から取り出し室温になってから振り混ぜ均等にして使

用する。 

    （イ） 注射針・筒は、被接種者１人に１針１筒で使用する。 

    （ウ） 実施にあたっては、注射針の先端が血管に入っていないことを確認し、

神経に接触しないよう接種部位に注意する。 

    （エ） 接種後は、液の逆流・出血等の防止のため、接種部位を消毒綿で軽く抑

えておく。 

    ケ 被接種者への指導等 

     委託医療機関は被接種者に対して、接種後の副反応等について、事前に説明す

るとともに、接種後の注意事項として次の事項を知らせることとする。 

    （ア） 接種後には、接種部位を清潔に保ち、接種当日は過激な運動や大量の飲

酒を避けるよう注意すること。 

    （イ） 接種後、局所の異常な反応や体調の変化を訴える場合には、速やかに医

師の診察を受けること。 

    コ 委託医療機関は、予防接種を行った証明として、接種後、接種済証を確実に



被接種者に交付するものとする。また、被接種者が健康手帳を持参した場合に

ついては、接種済証を健康手帳に貼付するものとする。健康手帳を持参しない

被接種者については、後日、健康手帳等に貼付するよう指導するものとする。 

    サ 接種後の業務等 

    （ア） 予診票等の処理 

       委託医療機関は、接種を行った場合若しくは予診のみ行った場合には、予

診票に必要な事項を記入し、予診票（提出用）を１か月分とりまとめ、新潟

市保健所（以下「市保健所」という。）へ提出するものとする。なお、予診の

みの場合であっても、接種不適当の要因となった疾病等の治療により医療行

為に移行した場合は、委託料支払の対象外であるため、送付はしないものと

する。また、実費徴収免除者については、生活保護受給証明書等、支援給付

受給証明書等の写しを予診票（提出用）に添付、若しくは生活保護受給者、

支援給付受給者であることを確認した旨を予診票に記載するものとする。 

    シ 予診票の保存 

     予診票（保管用）は、委託医療機関において接種日から５年間保存するものと

する。 

 （副反応疑いまたは間違い接種発生時の対応） 

第１３条 予防接種を行った医師（以下「接種医」という。）は、被接種者から副反応疑い

（一時的な発熱等は除く。）の連絡を受けた場合は、必要な指導又は処置を行うものとす

る。なお、重篤な副反応疑いの発生など緊急を要する場合は、救急医療体制の活用など

速やかな対応を行うこととする。 

２ 接種医は、被接種者に間違い接種が発生した場合は、市保健所長にその旨をすみやか

に報告するものとする。 

３ 被接種者の臨床症状が予防接種法施行規則第５条に規定する症状に該当する場合は、

「予防接種後副反応疑い報告書」を用いて独立行政法人医薬品医療機器総合機構に報告

するものとする。 

 （委託料の請求及び支払い） 

第１４条 委託医療機関の長は、委託料を請求するときは、請求書に予診票（提出用）若

しくは生活保護受給証明書等、支援給付受給証明書等の写しを添付した予診票（提出用）

を添えて、市保健所へ提出することとする。 



２ 市長は、第１０条に定める委託料の請求を受理したときは、その内容を審査し、委託

契約書の定めにより速やかにこれを支払うものとする。 

 （市が行う事務） 

第１５条 上記の定めのほか、市長は次の各号に掲げる事務を行うこととする。 

 （１） 接種対象者に対する必要事項の周知。 

 （２） 委託料の支払いに関すること。 

 （３） 副反応疑いまたは接種間違いに関して必要な措置を講じること。 

 （４） その他、予防接種に関する連絡調整等に関すること。 

 （その他） 

第１６条 予防接種にあたっては、関係法令及び当実施要綱によるほか、予防接種ガイド

ライン等検討委員会の示した「予防接種ガイドライン」に準拠することとする。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年１０月１日から施行する。 



別記様式第１号（第２条関係） 
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別記様式第２号（第９条関係）

（宛先）新潟市長

令和　　年　　　月　　　日

　私は、新潟市高齢者新型コロナウイルス感染症予防接種実施要綱の規定に基づく

実費徴収免除者であるにもかかわらず、　　　　　円を実費徴収額として委託医療機関に

支払ったので、　　　　　　　円の給付を申請します。

【申請者（被接種者）】

新潟市

 （ ）

年 月 日生

令和 年 月 日

【振込先】　該当する番号を○で囲んでください。　　　　

１ 被接種者と口座名義が同じ　下記の口座に振替えてください。

２ 被接種者と口座名義が異なる 下記の者を代理人と定め、受領に関する権限を委任します。

　

※ 必ず医療機関の発行した領収書を添付し、生活保護受給証明書等を提示してください。

１．被保護者証明書

２．生活保護受給証明書

３．本人確認証

４．支援給付受給証明書

※１と２は生活保護受給世帯、３と４は中国残留邦人等の支援給付受給世帯の方

口 座 種 別
口 座 番 号

口座
番号

１．普通
２．当座

口座
番号

口 座 名 義

フリガナ

区
記
入
欄

実費徴収なし確認書類

記名：　　　　　　　　　

書類確認者

区　健康福祉課

内線：

生 年 月 日

予防接種を受けた場所

予防接種を受けた年月日

銀行・支店名 銀行

　　　　　　　　　　　　　　　(別途委任状必要)

本店
支店

電 話 番 号

新潟市高齢者新型コロナウイルス感染症予防接種

実費徴収額給付申請書
（口座振替申込書）

住　　　 所

氏　　　 名



別記様式第３号（第９条関係） 

 

委 任 状 

 

令和    年    月    日 

 

（宛先）新潟市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私は、下記の者を代理人と定め、新潟市高齢者新型コロナウイルス感染症予防

接種実施要綱実費徴収額給付申請（請求）及び受領の権限を委任します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【 委任者 】 ※被接種者本人が記載すること 

住  所  

 

氏  名  

生年月日  

電話番号  

【 代理人 】  

住  所  

 

氏  名  

（被接種者との続柄             ） 

生年月日  

電話番号  



別記様式第４号（第１２条関係）



別記様式第５号（第１２条関係）



大切に保管しておいてください。

別記様式第６号（第１２条関係）


